
国税通則法等の改正

はじめに

　令和 6年度税制改正では、物価の上昇を上回る
持続的な賃金の上昇が行われる経済の実現、生産
性の向上等による供給力の強化等の観点から、個
人所得課税、資産課税、法人課税、消費課税、国
際課税、納税環境整備等について所要の措置が講
じられ、関係法令の改正が行われました。
　このうち納税環境整備関係の改正では、処分通
知等の電子交付の抜本的拡充、隠蔽・仮装がされ
た事実に基づき更正請求書を提出していた場合の
重加算税制度の整備、偽りその他不正の行為によ
り国税を免れた株式会社の役員等の第二次納税義
務の整備等の改正が行われています。
　これらの改正事項が盛り込まれた「所得税法等
の一部を改正する法律（令 6 . 3 .30法律第 8 号）」
は、令和 6年 3月28日に参議院本会議において可
決・成立し、同月30日に公布されています。また、
同日に、次の関係政省令等も、次のとおり公布さ

れています。
・　国税徴収法施行令の一部を改正する政令（令
6 . 3 .30政令第150号）

・　国税徴収法施行規則の一部を改正する省令
（令 6 . 3 .30財務省令第23号）
・　税理士法施行規則の一部を改正する省令（令
6 . 3 .30財務省令第25号）

・　国税関係法令に係る情報通信技術を活用した
行政の推進等に関する省令の一部を改正する省
令（令 6 . 3 .30財務省令第31号）
・　国税関係法令に係る情報通信技術を活用した
行政の推進等に関する省令第 9条第 2項に規定
する国税庁長官が定める処分通知等を定める件
を廃止する件（令 6 . 3 .30国税庁告示第 6号）
・　国税通則法施行規則第15条第 1項に規定する
国税庁長官が定める書類を定める件の一部を改
正する件（令 6 . 3 .30国税庁告示第 9号）
　以下では、これらの法令改正の主な内容につい
て説明することとします。
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一　処分通知等の電子交付の拡充

1 　改正前の制度の概要

⑴　電子情報処理組織（e-Tax）を使用する方法
により行うことができる処分通知等
　国税に関する処分通知等については、各税法
の規定により通知書等（書面）を交付して行う
ことが原則とされていますが、処分通知等に関
する他の法令の規定において書面等により行う
こと等が規定されているものについては、電子
情報処理組織（e-Tax）を使用する方法により
行うことができることとされています（情報通
信技術活用法 7 ①）。ただし、その処分通知等
を受ける者が電子情報処理組織（e-Tax）を使
用する方法により受ける旨の一定の方式による
表示をする場合に限定されています（情報通信
技術活用法 7①ただし書）。
（注 1）　上記の「処分通知等」とは、処分（行政

庁の処分その他公権力の行使に当たる行為

をいいます。）の通知その他の法令の規定に

基づき行政機関等が行う通知（不特定の者

に対して行うもの及び裁判手続等において

行うものを除きます。）をいいます（情報通

信技術活用法 3九）。
（注 2）　上記の「一定の方式」は、「電子情報処理

組織（e-Tax）を使用する方法により処分

通知等を受ける旨」をその処分通知等に係

る申請等に併せて入力して送信する方式と

されていました（旧国税オンライン化省令

11）。すなわち、税務署長等が処分通知等を

受ける者（納税者）に対して電子情報処理

組織（e-Tax）を使用する方法により処分

通知等を行う場合には、あらかじめ、処分

通知等を受ける者（納税者）がその処分通

知等に係る申請等を行う都度、「電子情報処

理組織（e-Tax）を使用する方法によりそ

の処分通知等を受ける旨」の表示（同意）

をする必要がありました。

⑵　電子情報処理組織（e-Tax）を使用する方法
により行うことができる処分通知等の範囲
　電子情報処理組織（e-Tax）を使用する方法
により行うことができる処分通知等は、法令の
規定に基づき税務署長等が行う処分通知等のう
ち国税庁長官が定めるものに限定されており、
具体的には、次に掲げる処分通知等とされてい
ます（旧国税オンライン化省令 9②、旧令和 3
年国税庁告示第15号）。
①　所得税の予定納税基準額及び予定納税額の
通知又は予定納税額の減額承認申請に対する
処分の通知
②　適格請求書発行事業者の登録に係る通知
③　更正の請求に係る次に掲げる処分通知等
イ　更正通知書の送達
ロ　更正をすべき理由がない旨の通知
④　更正の請求に係る更正があった場合に課す
る加算税に係る賦課決定通知書の送達
⑤　期限後申告書又は修正申告書の提出があっ
た場合に課する加算税の賦課決定通知書の送達
⑥　納税証明書の交付
⑦　住宅ローン控除証明書の交付
⑧　電子申請等証明書の交付
⑨　国税庁長官による電子計算機（クラウド
等）の認定若しくは認定申請の却下又は認定
電子計算機（認定クラウド等）の認定の取消
しの処分の通知

⑶　電子情報処理組織（e-Tax）を使用する方法
により行われた処分通知等の到達時期
　電子情報処理組織（e-Tax）を使用する方法
により行われた処分通知等は、その処分通知等
を受ける者の使用に係る電子計算機（以下「特
定電子計算機」といいます。）に備えられたフ
ァイルへの記録がされた時にその処分通知等を
受ける者に到達したものとみなすこととされて
います（情報通信技術活用法 7③）。
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2 　改正の内容

⑴　電子情報処理組織（e-Tax）を使用する方法
により行うことができる処分通知等の範囲の抜
本的拡充
　令和 4年 6月 7日に閣議決定された「デジタ
ル社会の実現に向けた重点計画」においては、
国税当局からの処分通知等のデジタル化を推進
する方針が示されており、同年12月23日に閣議
決定された「令和 5年度税制改正の大綱」にお
いては、国税庁の新たな基幹システムの導入時
期に合わせて、処分通知等の更なる電子化に取
り組むこととされています。
　今回の改正においては、これらの閣議決定で
示された方針を踏まえ、電子情報処理組織
（e-Tax）を使用する方法により行うことがで
きる処分通知等の範囲について、上記 1 ⑵の
「国税庁長官が定めるもの（処分通知等）」とい
う限定が廃止されました（国税オンライン化省
令 9 ②、令和 6 年国税庁告示第 6 号）。すなわ
ち、この改正により、国税関係法令に係る情報
通信技術を活用した行政の推進等に関する省令
（平成15年財務省令第71号）（国税オンライン化
省令）上は、法令の規定に基づき税務署長等が
行う処分通知等の全てについて、電子情報処理
組織（e-Tax）を使用する方法により行うこと
ができることとなります。
（注）　処分通知等のうち、その性質上、電子情報

処理組織（e-Tax）を使用する方法により行

うことが適さないものについては、運用上、

引き続き、書面等により処分通知等を行うこ

ととされており、電子情報処理組織（e-Tax）

を使用する方法により行うことができる処分

通知等の一覧については、今後、国税庁ホー

ムページ等において示される予定です。

⑵　電子情報処理組織（e-Tax）を使用する方法
により処分通知等を受ける旨の表示の方式の見
直し等
　上記⑴の改正に伴い、上記 1 ⑴（注 2）の

「電子情報処理組織（e-Tax）を使用する方法
により処分通知等を受ける旨」の表示の方式に
ついて、従前の「電子情報処理組織（e-Tax）
を使用する方法により処分通知等を受ける旨」
をその処分通知等に係る申請等に併せて入力し
て送信する方式から、電子情報処理組織
（e-Tax）を使用する方法により、特定電子計
算機から、あらかじめ、「電子メールアドレ
ス」及び「電子情報処理組織（e-Tax）を使用
する方法により処分通知等を受ける旨」を入力
して送信する方式に改められました（国税オン
ライン化省令11①）。
　上記の「電子メールアドレス」の入力及び送
信については、納税者（処分通知等を受ける
者）の見落としを防止する観点から、納税者
（処分通知等を受ける者）に対し、電子情報処
理組織（e-Tax）を使用する方法により処分通
知等を行った旨を電子メールで送信するために、
新たに求めることとされたものです。
　また、この改正に伴い、処分通知等を受ける
者が、電子情報処理組織（e-Tax）を使用する
方法により、「電子情報処理組織（e-Tax）を
使用する方法により処分通知等を受けない旨」
の表示をしたときは、税務署長等は、電子情報
処理組織（e-Tax）を使用する方法により処分
通知等を行ってはならないこととされました
（国税オンライン化省令11②）。ただし、その処
分通知等を受ける者が再度「電子情報処理組織
（e-Tax）を使用する方法により処分通知等を受
ける旨」の表示をした場合には、税務署長等は、
電子情報処理組織（e-Tax）を使用する方法に
より処分通知等を行うことができることとされ
ています（国税オンライン化省令11②ただし書）。
（参考 1）　デジタル社会の実現に向けた重点計画

（令和 4 年 6 月 7 日閣議決定）（抄）ワンス

トップサービスの推進等に関する具体的な

施策

（中略）

⑧　国税関係手続のデジタル化の推進

　税務に関する手続は、多くの国民に関係
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する一方、複雑であり、納税者にとって必

ずしも分かりやすいとは言い難い。申告納

税制度を基本とする我が国においては、納

税者の自発的な納税義務の履行を円滑かつ

適正に実現することが重要であり、更なる

デジタルの活用により、これを実現していく。

（中略）また、その一環として、個々の利用

者の特例適用（青色承認、消費税簡易課税

等）の状況や過去の申告・納税履歴を一覧

で確認できるページをe-Tax上に設け、こ

のページを経由して各手続を行うことがで

きるようにする。税務署からの通知につい

ても、e-Taxのメッセージボックスを更に

活用するなど、デジタル化を推進する。（後略）
（参考 2）　令和 5 年度税制改正の大綱（令和 4 年

12月23日閣議決定）（抄）

六　納税環境整備

3　その他

（国　税）

⑸　スマートフォン用電子証明書を利用し

たe-Taxの利便性の向上

（中略）

（注 2）�　e-Taxの利便性の向上及び税務

手続のデジタル化の推進を図る観

点から、国税庁の新たな基幹シス

テム（次世代システム）の導入時

期に合わせて、処分通知等の更な

る電子化に取り組む。

3 　適用関係

　上記 2の改正は、令和 8年 9月24日から施行さ
れます（改正国税オンライン化省令附則）。

二�　隠蔽し、又は仮装された事実に基づき更正請求書を提出して
いた場合の重加算税制度の整備

1 　改正前の制度の概要

　申告納税方式による国税については、納税申告
が納税義務を確定させる重要な意義を有すること
から、その申告の適正性を担保するため、行政制
裁として過少申告加算税、無申告加算税及び重加
算税の制度が設けられています（通法65、66、
68）。これらの各加算税の概要は、次のとおりです。

⑴　過少申告加算税の概要
　期限内申告書が提出された場合において、修
正申告書の提出又は更正（以下「修正申告等」
といいます。）があったときは、納税者に対し、
その修正申告等に基づいて納付すべき税額に10
％（期限内申告税額と50万円のいずれか多い額
を超える部分は15％）の割合を乗じて計算した
金額に相当する過少申告加算税を課すこととさ
れています（通法65①②）。ただし、修正申告
書の提出が、調査通知以後、かつ、調査による
更正を予知してされたものでない場合には、そ

の申告に基づいて納付すべき税額に 5％（期限
内申告税額と50万円のいずれか多い額を超える
部分は10％）の割合を乗じて計算した金額に相
当する過少申告加算税を課すこととされていま
す（通法65①②）。なお、その修正申告書の提
出が調査による更正を予知してされたものでな
い場合において、調査通知がある前に行われた
ものであるときは、過少申告加算税を課されな
いこととされています（通法65⑥）。
（注）　上記の「調査通知」とは、次に掲げる事項

の通知とされています（通法65⑥、通令27④）。

①　調査の対象となる税目（通法74の 9 ①四）

②　調査の対象となる期間（通法74の 9 ①五）

③�　事前通知を行う場合の実地の調査におい

て質問検査等を行わせる旨（通法74の 9 ①）

又は事前通知を要しない場合（通法74の

10）において実地の調査を行う旨

⑵　無申告加算税の概要
　期限後申告書の提出若しくは決定があった場
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合又はその期限後申告書の提出若しくは決定が
あった後に修正申告書の提出若しくは更正があ
った場合には、納税者に対し、その期限後申告
書若しくは修正申告書の提出又は更正若しくは
決定に基づいて納付すべき税額に15％（納税額
が50万円を超える部分は20％）の割合を乗じて
計算した金額に相当する無申告加算税を課すこ
ととされています（通法66①②）。ただし、期
限後申告書又は修正申告書の提出が、調査通知
以後、かつ、調査による更正又は決定を予知し
てされたものでない場合には、その申告に基づ
いて納付すべき税額に10％（納税額が50万円を
超える部分は15％）の割合を乗じて計算した金
額に相当する無申告加算税を課すこととされて
います（通法66①②）。
　また、納付すべき税額が300万円を超える部
分については、無申告加算税の割合は30％（調
査通知以後に、かつ、その調査があることによ
り更正又は決定があるべきことを予知する前に
された期限後申告又は修正申告に基づいて納付
すべき税額に係る無申告加算税の割合について
は、25％）とされますが、この300万円を超え
るかどうかについては、納税者の責めに帰すべ
き事由がないと認められる事実に基づく税額を
控除して判定することとされています（通法66③）。
　なお、その期限後申告書又は修正申告書の提
出が調査による更正又は決定を予知してされた
ものでない場合において、調査通知がある前に
行われたものであるときは、その申告に基づい
て納付すべき税額に係る無申告加算税の額は、
その税額に 5％の割合を乗じて計算した金額と
され、通常の場合よりも軽減することとされて
います（通法66⑧）。

⑶　重加算税の概要
①　過少申告加算税に代えて課される場合の重
加算税
　過少申告加算税が課される場合（調査によ
る更正を予知しないでされた申告による場合
を除きます。）において、納税者がその国税

の計算の基礎となるべき事実の全部又は一部
を隠蔽・仮装して納税申告書を提出していた
ときは、納税者に対し、過少申告加算税に代
えて計算の基礎となるべき税額に35％の割合
を乗じて計算した金額に相当する重加算税を
課すこととされています（旧通法68①）。
②　無申告加算税に代えて課される場合の重加
算税
　無申告加算税が課される場合（調査による
更正又は決定を予知しないでされた申告によ
る場合等を除きます。）において、納税者が
その国税の計算の基礎となるべき事実の全部
又は一部を隠蔽・仮装して法定申告期限まで
に納税申告書を提出せず、又は法定申告期限
後に納税申告書を提出していたときは、納税
者に対し、無申告加算税に代えて計算の基礎
となるべき税額に40％の割合を乗じて計算し
た金額に相当する重加算税を課すこととされ
ています（旧通法68②）。

2 　改正の内容

　近年、申告後に納税者が税額の減額を求めるこ
とができる更正の請求において、架空の領収書等
の作成といった隠蔽・仮装行為が行われているも
のの、従前の制度では、重加算税を課すことがで
きず、通常の過少申告加算税が課されるに過ぎな
いといった事例が把握されていました。
（注）　上記のような隠蔽・仮装に基づく更正の請求

に対しては本来、税務署長がその更正の請求に

係る課税標準等又は税額等について調査をし、

「更正をすべき理由がない旨」を通知することで

対応することになります（通法23④）。

　また、平成23年12月の国税通則法の改正により、
更正の請求期間が 1年から 5年に延長されたこと
に伴い、その改正前と比べて更正の請求の処理件
数が増加しており、隠蔽・仮装に基づく更正請求
書が提出される蓋然性が高まっていると考えられ
る一方、税務当局では限られた人員等で効果的・
効率的な税務調査の運営を行っており、更正の請
求の全件に対して、反面調査を行う等の実地調査
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と同等の事務量を投下した調査を行うことには限
界があることから、隠蔽・仮装に基づく更正の請
求による納税義務違反の発生を調査により未然防
止することが困難な事例が把握されていました。
　そのため、こういった税務行政の環境の変化に
対応し、更正の請求に係る隠蔽・仮装行為を未然
に抑止するための制度上の対応が課題とされてい
ました。
　こうした課題等を踏まえ、財務省において有識
者をメンバーとして開催された「納税環境整備に
関する研究会」において議論が行われ、以下のと
おり更正の請求に係る隠蔽・仮装行為に対応する
ための重加算税制度の整備の必要性について指摘
がされています（納税環境整備に関する研究会に
おける主な意見等の整理（令和 5年11月））。
・　現行では仮装・隠蔽に基づく更正の請求に対
して重加算税を課すことができないが、更正の
請求も申告納税方式の一部であり、申告秩序を
維持する観点から、重加算税を課すことは理論
的に問題はない。不納付についても重加算税が
課されており、狭義の申告秩序に限らず重加算
税が法制化されている。
・　一般論として、現行法が前提としている立法
事実が変化すれば合理的な範囲内で修正するこ
とはよくある話であり、仮装・隠蔽に基づく更正
の請求に対して重加算税を課すことに賛同する。
・　適正な課税所得や税額を明らかにすることに
ついて欺罔的な行為が行われているのであれば、
バランスという観点で、仮装・隠蔽に基づく更
正の請求に対しても重加算税を課す仕組みを導
入することは合理的である。
　今回の改正においては、こうした納税環境整備
に関する研究会における議論を通じた指摘、更正
の請求に係る隠蔽・仮装を未然に防止する必要性
の高まり及び税額を確定させる申告と税の減額を
求める更正の請求という手続の性質によって、隠
蔽・仮装が行われた場合に課される加算税の水準
が異なるという制度上の課題等を踏まえ、更正の
請求に係る隠蔽・仮装行為を未然に抑止する観点
から、過少申告加算税又は無申告加算税に代えて

課される重加算税の適用対象に、「隠蔽し、又は
仮装された事実に基づき更正請求書を提出してい
た場合」が追加されました（通法68①②）（改正
の概要については、参考図表をご参照ください。）。
　具体的には、過少申告加算税が課される場合
（調査による更正を予知しないでされた申告によ
る場合を除きます。）において、納税者がその国
税の計算の基礎となるべき事実の全部又は一部を
隠蔽・仮装して更正請求書を提出していたときは、
納税者に対し、過少申告加算税に代えて計算の基
礎となるべき税額に35％の割合を乗じて計算した
金額に相当する重加算税を課すこととされました
（通法68①）。
　また、無申告加算税が課される場合（調査によ
る更正又は決定を予知しないでされた申告による
場合等を除きます。）において、納税者がその国
税の計算の基礎となるべき事実の全部又は一部を
隠蔽・仮装して法定申告期限後に更正請求書を提
出していたときは、納税者に対し、無申告加算税
に代えて計算の基礎となるべき税額に40％の割合
を乗じて計算した金額に相当する重加算税を課す
こととされました（通法68②）。
（注）　偽りその他不正の行為により国税を免れ、又

は国税の還付を受けた場合については、延滞税

の計算期間の特例（いわゆる延滞税の除算期間）

は適用しないこととされており（通法61①②）、

具体的には、重加算税が課された場合がこれに

該当するものとして取り扱われていますが（昭

和51年 6 月10日付徴管 2 －35ほか 5 課共同「延

滞税の計算期間の特例規定の取扱いについて」）、

上記の見直しに併せて、「偽りその他不正の行為

により国税を免れた場合等に、延滞税の計算期

間から一定の期間を控除する特例が不適用とな

る措置について、隠蔽し、又は仮装された事実

に基づき更正請求書を提出していた一定の場合

が対象となることを明確化する運用上の対応を

行う」こととされていますが（令和 6 年度税制

改正の大綱（令和 5 年12月22日閣議決定））、具

体的には、法令解釈通達（令和 6 年 5 月10日付

徴管 2 -86ほか 8 課共同「延滞税の計算期間の特
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例規定の取扱いについて」の一部改正について）

において示されています。
（参考）　納税環境整備に関する研究会における主

な意見等の整理（令和 5年11月）（抄）

（前　略）

2．納税におけるコンプライアンスの確保

⑴　加算税制度関係

　加算税は、申告義務及び徴収納付義務の

適正な履行を確保し、ひいては申告納税制

度及び徴収納付制度の定着を図るための特

別の経済的負担とされている。このうち、

重加算税は、過少申告加算税よりも重い行

政上の制裁を科することによって、悪質な

納税義務違反の発生を防止し、もって申告

納税制度による適正な徴税の実現を確保し

ようとするものである。

　近年、申告義務の適正な履行を確保する

観点から、加算税の加重措置の整備や高額

な無申告に対する無申告加算税の割合の引

上げが行われてきた。

　こうした中、申告後に納税者が税額の減

額を求めることができる更正の請求におい

て、架空の領収書等の作成といった仮装・

隠蔽が行われているものの、現行制度上、

重加算税を課すことができず、通常の過少

申告加算税が課される事例が把握されてい

る。〔図 3〕

〔図 3〕申告後に仮装・隠蔽が行われた事例

　平成23年12月改正の更正の請求期間の延

長に伴い、改正前と比べて更正の請求の処

理件数が約40％増加しており、仮装・隠蔽

に基づく更正請求書が提出される蓋然性が

高まっている。他方、税務当局では限られ

た人員等で効果的・効率的な税務調査の運

営が行われているところ、更正の請求の全

件に対して、反面調査を行う等の実地調査

と同等の事務量を投下した調査を行うこと

は困難となっている。また、還付金につい

ては早期に還付を行う必要がある。

　本研究会では、対応の方向性や留意すべ

き点について、主に以下のような意見があ

った。

・�　現行では仮装・隠蔽に基づく更正の請

求に対して重加算税を課すことができな

【概要】
●　法人税の確定申告書を提出後、外注費の計上漏れを理由とした更正の請求を行い、それに基づく還付金
　　を受領。
●　更正の請求には外注費に係る領収書等が添付されていたが、その後の実地調査における反面調査を行っ
　　たところ、架空の領収書等を作成していたものであることが判明。添付された領収書等は、印紙貼付、
　　取引先の社判を模造して使用するなど巧妙に外形が整えられていた。

①架空請求書の作成

調査対象法人

②架空請求書に基づいた更正の請求

③書面調査の結果に基づいて還付

・更正の請求は「納税申告書」に該当せず
・「架空請求書の作成」は納税申告書提出後の不正行為

④事後の税務調査で
架空取引と判明
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いが、更正の請求も申告納税方式の一部

であり、申告秩序を維持する観点から、

重加算税を課すことは理論的に問題はな

い。不納付についても重加算税が課され

ており、狭義の申告秩序に限らず重加算

税が法制化されている。

・�　一般論として、現行法が前提としてい

る立法事実が変化すれば合理的な範囲内

で修正することはよくある話であり、仮

装・隠蔽に基づく更正の請求に対して重

加算税を課すことに賛同する。

・�　適正な課税所得や税額を明らかにする

ことについて欺罔的な行為が行われてい

るのであれば、バランスという観点で、

仮装・隠蔽に基づく更正の請求に対して

も重加算税を課す仕組みを導入すること

は合理的である。

・�　減額更正処分が行われた還付金に対し

て重加算税を課すことについて、本来で

あれば更正の請求に係る調査により、不

正な還付が行われないようにすることが

理想である。他方、更正の請求の処理に

係る現状については理解。遅滞なく還付

を行うことは当然だが、不正な還付が行

われないよう、更正の請求に係る調査に

ついては引き続き適切に対応いただきたい。

・�　現行の重加算税制度では、仮装・隠蔽

に基づき申告が行われたことが明らかと

なり、正しい税額に変更された上で重加

算税が課されるところ、当初申告に税額

の確定効があったこと自体に着目されて

いるものではないと考えられる。このため、

申告秩序に反する更正請求書の提出が行

われたことをもって、重加算税を課すこ

とが考えられるのではないか。

（参考図表）

隠蔽・仮装したところに基づき納税申告書を提出していたとき等は、過少申告加算税（又は無申告加算税）に代え、35% （又
は 40%）の重加算税を賦課することとされている。

（注）重加算税が賦課される場合については､延滞税の除算期間が適用されない（申告期限後 1 年以上経過後に更正等があった場合でも、1 年経過した日から
更正等があった日までの期間は延滞税の計算期間から控除されない）。

他方、申告後に隠蔽・仮装したところに基づき「更正請求書」を提出した場合であったとしても、重加算税を賦課することが
できない（過少申告加算税（原則 15%）又は無申告加算税（原則 20%）が賦課される）。

「納税申告書の提出（税額を確定させるための手続）」か「更正請求書の提出（税額を減額させるための手続）」といった、税
務当局に対する手続の性質により、隠蔽・仮装行為が行われた場合のペナルティの水準が異なるのは、納税義務違反の発生の
防止という重加算税の趣旨に照らして適切ではなく、更正の請求に係る隠蔽・仮装行為を未然に抑止する必要。

【改正前の制度・課題等】

【改正後】
○  隠蔽・仮装したところに基づき｢更正請求書｣を提出した場合を重加算税の賦課対象に加える。
　  （注 1 ）上記の隠蔽・仮装したところに基づき｢更正請求書｣を提出した場合について、延滞税の除算期間が適用されないことを明確化する運用上の対応を行う。
　  （注 2 ） 令和 7 年 1 月 1 日以後に法定申告期限等が到来する国税について適用する。

重加算税対象
【改正前】重加算税対象外
　　（過少（無）申告加算税の対象）
⇒【改正後】重加算税対象

隠蔽・仮装 隠蔽・仮装

納税申告書
提出 法定申告期限 更正請求書

提出
修正申告・更正
（加算税賦課）

（参考 1 ）更正の請求の処理件数と実地調査の件数の推移
（単位：千件）

※　実地調査件数は、更正の請求に係る実地調査以外の件数を含む。
（出所）更正の請求：国税庁実績評価書、実地調査：国税庁レポート
（参考 2 ）平成 23 年 12 月の税制改正により更正の請求期間が

5 年（改正前：1 年）に延長されている。

事務年度 H22.7
　 ～ H23.6

294

411

H30.7
　 ～ H31.6

409

318

R3.7
　  ～ R4.6

413

135

更正の請求
処理件数

実地調査
件数※

更正の請求に係る隠蔽・仮装行為に対する重加算税制度の整備（令和 6年度改正）
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3 　適用関係

　上記 2の改正は、令和 7年 1月 1日以後に法定
申告期限等が到来する国税について適用し、同日
前に法定申告期限等が到来した国税については、

従前どおりとされています（改正法附則19）。し
たがって、例えば、通常、所得税については令和
6年分から、法人税については10月決算法人の場
合には令和 6年10月決算期分から、それぞれ適用
される場面が生じ得ることとなります。

三�　偽りその他不正の行為により国税を免れた株式会社の役員等
の第二次納税義務の整備

1 　改正の背景等

　滞納となった国税については早期徴収の取組が
行われており、そのほとんどが比較的短期間で徴
収されています。
　他方、法人の代表者が不正に申告を行い、財産
を散逸させて納税義務を免れ、調査や滞納処分を
行う段階では既にその法人の財産が残存せず、従
前の徴収手続では滞納となった国税の徴収が困難
な事例が把握されており、こういった事例への対
応が課題とされてきました。
　こうした課題等を踏まえ、財務省において有識
者をメンバーとして開催された「納税環境整備に
関する研究会」において議論が行われ、以下のと
おり不正申告を行った株式会社の役員等に対する
徴収手続の整備の必要性について指摘がされてい
ます（納税環境整備に関する研究会における主な
意見等の整理（令和 5年11月））。
・　現行の無償又は著しい低額の譲受人等の第二
次納税義務を適用できない場合に、これと類似
した形で、悪意等は要件とせずに財産の移転の
事実を捉えて第二次納税義務を課すことが考え
られる。
・　現行の第二次納税義務制度では欠けている面
もあり、事例にあるような代表者に対して第二
次納税義務を課すことは合理的である。一般論
として、行為主体である自然人への責任追及に
加え、民法では使用者責任として法人に責任を
追及し、会社法では役員の一定の行為を法人に
帰属させる規定がある。刑法では両罰規定に基
づき行為者の行為を法人に帰属させる。他方、

重加算税や課徴金については法人自体に課され
る。所有と経営の分離がなされていないような
法人について、日本の法人課税方式では行為主
体である自然人に対する規律が弱くなっている
場合に部分的にカバーすべく、第二次納税義務
を課すと説明できるのではないか。
　今回の改正においては、こうした議論を通じた
指摘などに関する滞納処分の執行上の課題を踏ま
え、法人を支配する役員等が法人の財産を散逸さ
せて納税義務を免れる行為を未然に防止する観点
から、偽りその他不正の行為により国税を免れた
株式会社の役員等の第二次納税義務の整備をする
こととされました（改正の概要については、参考
図表をご参照ください。）。
　以下では、この見直しの内容について、説明す
ることとします。
（参考）　納税環境整備に関する研究会における主

な意見等の整理（令和 5年11月）（抄）

（前　略）

2．納税におけるコンプライアンスの確保

（中　略）

⑵　徴収手続関係

　令和 4（2022）年度における国税の新規

発生滞納額は、7,196億円と平成 4（1992）

年度のピーク時の約 4 割となっているほか、

令和 4（2022）年度における滞納発生割合は、

1.0％であり、低水準で推移している。

　このように、大多数の納税者は期限内納

付を行っており、税務当局においても、納

税者が期限内納付を行うことができるよう

滞納の未然防止に関する取組が行われてい
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る。また、滞納となった国税についても早

期徴収の取組が行われており、そのほとん

どが比較的短期間で徴収されている。

　他方、法人の代表者が不正に申告を行い、

財産を散逸させて納税義務を免れ、調査や

滞納処分を行う段階では既にその法人の財

産が残存せず、現行の徴収手続では滞納と

なった国税の徴収が困難な事例が把握され

ている。〔図 4〕

〔図 4〕不正に申告を行った法人の滞納国税の徴収が困難となった事例

　本研究会では、対応の方向性や留意すべ

き点について、主に以下のような意見があ

った。

・　現行の無償又は著しい低額の譲受人等

の第二次納税義務を適用できない場合に、

これと類似した形で、悪意等は要件とせ

ずに財産の移転の事実を捉えて第二次納

税義務を課すことが考えられる。

・　現行の第二次納税義務制度では欠けて

いる面もあり、事例にあるような代表者

に対して第二次納税義務を課すことは合

理的である。

　一般論として、行為主体である自然人

への責任追及に加え、民法では使用者責

任として法人に責任を追及し、会社法で

は役員の一定の行為を法人に帰属させる

規定がある。刑法では両罰規定に基づき

行為者の行為を法人に帰属させる。他方、

重加算税や課徴金については法人自体に

課される。所有と経営の分離がなされて

いないような法人について、日本の法人

課税方式では行為主体である自然人に対

する規律が弱くなっている場合に部分的

にカバーすべく、第二次納税義務を課す

と説明できるのではないか。

・　第二次納税義務を課す際の限度額につ

いて、代表者による法人からの社外流出

に係る第二次納税義務告知時の代表者名

義の財産の額を上限とするのではなく、

代表者による法人からの社外流出の額を

【概要】
●　法人及び脱税の実行者である代表者（株式50％超保有）が、売上除外及び架空外注費の計上により国税
　　を免れたことにつき有罪判決（法人税法違反）を受けたことで、相手先から取引を打ち切られ、脱税に
　　より納税義務が生じた国税約 1億 7,000 万円を含めて滞納状態となった。判決後、代表者が新たに法人
　　（同業種）を新設し、その新設法人の代表者として事業を継続している。
●　滞納法人からは滞納国税の納付がなく、事実上解散状態となったため国税を徴収することができない。
●　なお、代表者名義の口座には多額の預金債権（約 5,000 万円）が確認された。

④廃業

滞納法人 代表者
（実行者）

①査察調査

②課税・報道

5,000 万円

代表者名義

50%超株主

③新設法人設立
・同一所在地
・同一業種
・同一代表者

新設法人

代表者

ほぼ同一の法人
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上限とすることが適当である。また、不

正に関連して支出された不正加担料とい

ったものについても、代表者による移転

として第二次納税義務の対象とすること

が考えられる。その際、第二次納税義務

の対象とする財産の移転の範囲について

は十分に特定することが適当である。

・　英国では令和 2（2020）年に、短期間

に新法人を設立して納税義務を免れる、

いわゆる「フェニックスカンパニー」に

ついては、脱税等に基因する旧法人の納

税義務を追及するために役員等に対する

連帯納付義務の追及を認める立法がなさ

れている。失敗したスタートアップの正

当な再挑戦を阻害する効果を生じさせな

いようにできれば、同様の対処も考えら

れるのではないか。その際、法制度の整

合性については十分に検討する必要があ

る。

・　極端な事例であり、何らかの手当てが

必要であるが、対象範囲が広範かつ厳格

になりすぎることを懸念。明らかに悪質

な脱税等の事案に対応するための法制度

がよいと考える。

（後　略）

（参考図表）

2 　改正の内容

⑴　偽りその他不正の行為により国税を免れた株
式会社の役員等の第二次納税義務制度の概要
　偽りその他不正の行為により国税を免れ、又

は国税の還付を受けた株式会社、合資会社又は
合同会社がその国税を納付していない場合にお
いて、滞納処分を執行してもなおその徴収すべ
き額に不足する（以下「徴収不足」といいま
す。）と認められるときは、その偽りその他不

【改正の背景】
○　法人が財産を散逸させた上で廃業する等により納税義務を免れようとする事案が散見されており、調査や滞納処分を行う段階では、既にそ

の法人の財産が残存していない場合が多く、滞納国税の徴収が困難となっており、こういった事案への対応が課題とされていた。
○　従前は、仮に、代表者等が簿外財産や不正還付金といった不正行為に係る財産を創出し、自らが当該財産の移転を受けた場合や、自ら実行

して法人外部へ移転（散逸）させた場合でも、代表者等に追及できなかった。

【改正の概要】
○　偽りその他不正の行為（不正行為）により国税を免れた法人（株式会社・合資会社・合同会社）の財産の移転が行われており、かつ、その

国税を納付していない場合には、その法人財産から滞納国税の全額を徴収することができないときに限定した措置として、
　　　株式 50％超（親族等の一定の者と合わせて 50％超を含む。）を保有するなどによりその法人を支配し、不正行為を実行し、及び移転を受け、

又は法人外部への移転を実行した代表者等（役員等）に対して、
　　　「その移転を受けた財産」及び「移転がされた財産（通常の営業経費の支払等に係る移転は除く。）」の価額を限度として不正行為により

免れた国税の第二次納税義務を課す。（令和 7 年 1 月 1 日以後適用）

【適用イメージ】

不正加担先
滞納法人

滞納処分できる
財産なし

代表者の資産

多額の預金 高級マンション

⑦廃業等

代表者等に対して
第二次納税義務を課す

不正により免れた滞納税額、
かつ左図④⑤の移転の価額
が限度

第二次納税義務の限度額の計算上、 　　対象　　　対象ではない

①架空経費を計上し、
　不正行為に係る財産　　　　 を創出（※）

②架空経費支払

③加担先から全額バック

④不正加担料

⑥通常の営業経費の支払等

（注）代表者等が法人の場合に第二次納税義務により納付すべき国税及び地方税については、既存の第二次納税義務により納付すべき
国税及び地方税と同様、各事業年度の所得の金額の計算上、損金の額に算入しないこととする。

不正行為に係る財産の創出を実行
自身への移転を受け、又は不正加担先への移転を実行

⑤移転

代表者等
株式 50％超

バックされた
資金

（※）不正還付のケースでは還付金額を含む。

正当な取引先

徴収

不正申告を行った株式会社の役員等に対する徴収手続の整備（令和 6年度改正）
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正の行為をしたその株式会社の役員又はその合
資会社若しくは合同会社の業務を執行する有限
責任社員（その役員又は有限責任社員を判定の
基礎となる株主又は社員として選定した場合に
その株式会社、合資会社又は合同会社が被支配
会社に該当する場合におけるその役員又は有限
責任社員に限ります。以下「特定役員等」とい
います。）は、その偽りその他不正の行為によ
り免れ、若しくは還付を受けた国税の額又はそ
の株式会社、合資会社若しくは合同会社の財産
のうち、その偽りその他不正の行為があった時
以後に、その特定役員等が移転を受けたもの及
びその特定役員等が移転をしたもの（その取引
の内容その他の事情を勘案して、その取引の相
手方との間で通常の取引の条件に従って行われ
たと認められる一定の取引（以下「通常の取
引」といいます。）として移転をしたものを除
きます。）の価額のいずれか低い額を限度とし
て、その滞納に係る国税の第二次納税義務を負
うこととされました（徴法40）。

⑵　本措置の対象となる法人（滞納者）
　本措置の対象となる法人（滞納者）は、「株
式会社、合資会社又は合同会社」とされていま
す。これは、税務当局において把握されている
法人を支配する役員等が納税義務を免れるため
にその法人の財産を散逸させる事例の多くは株
式会社が滞納者のものであることを踏まえたも
のですが、会社法上、株式会社と持分会社（合
名会社・合資会社・合同会社）は組織変更をす
ることができることとされていること等から、
本措置の対象から逃れようとする潜脱行為に対
応するため、対応の必要性が高い株式会社のほ
か、合資会社及び合同会社についてもその対象
とされたものです。
　なお、合名会社及び合資会社の無限責任社員
は、既存の第二次納税義務（合名会社等の社員
の第二次納税義務）の対象とされています（徴
法33）。そのため、合名会社については、本措

置の対象外とされ、合資会社については、その
第二次納税義務を負う無限責任社員に対し滞納
処分を執行しても徴収不足と認められる場合に
限り、合資会社の業務を執行する有限責任社員
に対し本措置が適用されます。

⑶　偽りその他不正の行為により免れ、又は還付
を受けた国税
　本措置の対象となる国税は、株式会社、合資
会社又は合同会社が「偽りその他不正の行為に
より免れ、又は還付を受けた国税」とされてい
ますが、この「偽りその他不正の行為」とは、
ほ脱の意図をもって、その手段としての税の賦
課徴収を不能とし、又は著しく困難とするよう
な何らかの偽計その他工作を行うことをいい、
重加算税の賦課要件である「隠蔽・仮装行為」
も、これに該当するものと考えられます。
　なお、偽りその他不正の行為により国税を免
れ、又は国税の還付を受けた株式会社、合資会
社又は合同会社については、通常、その後の調
査において、本税のほか、重加算税や延滞税等
の附帯税についても納付する必要があるところ
ですが、本措置は、「偽りその他不正の行為に
より免れ、又は還付を受けた国税」のほか、こ
ういった本税に付随する附帯税についても対象
とされています。
（注）　「偽りその他不正の行為」は、その行為の態

様が課税標準等又は税額等の計算の基礎とな

るべき事実の隠蔽又は仮装という態様に限定

されないことからすると、「隠蔽」又は「仮

装」（国税通則法第68条第 2 項）を包摂するも

のであり、当該行為が「隠蔽」又は「仮装」

に当たる場合には、「偽りその他不正の行為」

にも当たると解するのが相当であると判示さ

れていますが（東京地裁・令和 2 年10月 9 日

判決）、本措置の適用に当たっての「偽りその

他不正の行為」の考え方については、今後、

通達等において示される予定です。
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⑷　本措置の対象となる被支配会社の役員等（第
二次納税義務者）
　本措置は、近年把握されている「オーナー企
業」のような法人の悪質事例に対処することが
目的であることや、所有と経営が分離されてい
ない会社の役員については一般的に、株主によ
る経営陣への監視体制が不十分であることを踏
まえ、その対象を「株式会社の役員又はその合
資会社若しくは合同会社の業務を執行する有限
責任社員を判定の基礎となる株主又は社員とし
て選定した場合にその株式会社、合資会社又は
合同会社が被支配会社に該当する場合における
その役員又は有限責任社員」として、株式50％
超（親族等の一定の者と合わせて50％超を含み
ます。）を保有するなどによりその法人を支配
している役員に第二納税義務を負う対象が限定
されています。
　なお、この「被支配会社」とは、 1株主グル
ープの所有株式数が会社の発行済株式又は出資
の50％を超える場合等におけるその会社をいい
ますが、具体的には、会社の株主等（その会社
が自己の株式又は出資を有する場合のその会社
を除きます。）の 1 人並びにこれと一定の特殊
の関係のある個人及び法人がその会社の発行済
株式又は出資（その会社が有する自己の株式又
は出資を除きます。）の総数又は総額の50％を
超える数又は金額の株式又は出資を有する場合
等におけるその会社をいいます（法法67②、法
令139の 7 ）。
　他方、特定役員等が移転をした株式会社、合
資会社又は合同会社の財産の移転の相手方につ
いては、本措置の対象外とされています。これ
は、この移転の相手方は、特定役員等による不
正行為に加担している認識がない場合や、その
意思に反して不正行為及び社外への財産の移転
に加担している場合も存在し得ることから、仮
に財産の移転の相手方に対して第二次納税義務
を課すこととした場合、その置かれた状況から、
不正行為により移転された財産の移転先である
ことだけをもって、第二次納税義務の対象とす

るのは酷な場合も存在することなど、近年把握
されている国税の徴収が困難な事例の実態や、
本来の納税者以外の第三者に新たに納税義務を
課す影響の大きさが勘案されたものです。
（注 1）　上記の「一定の特殊の関係のある個人」は、

次に掲げる者とされています（法令139の 7①）。

①　株主等の親族

②�　株主等と婚姻の届出をしていないが事

実上婚姻関係と同様の事情にある者

③�　株主等（個人である株主等に限りま

す。）の使用人

④�　上記①から③までに掲げる者以外の者

で株主等（個人である株主等に限りま

す。）から受ける金銭その他の資産によっ

て生計を維持しているもの

⑤�　上記②から④までに掲げる者と生計を

一にするこれらの者の親族
（注 2）　上記の「一定の特殊の関係のある法人」は、

次に掲げる者とされています（法令139の 7②）。

①�　被支配会社であるかどうかを判定しよ

うとする会社の一定の株主等（以下「判

定会社株主等」といいます。）の 1 人（個

人である判定会社株主等については、そ

の 1 人及びこれと上記（注 1）の特殊の

関係のある個人。②及び③において同じ

です。）が他の会社を支配している場合に

おける当該他の会社

②�　判定会社株主等の 1 人及びこれと上記

①の特殊の関係のある会社が他の会社を

支配している場合における当該他の会社

③�　判定会社株主等の 1 人及びこれと上記

①及び②の特殊の関係のある会社が他の

会社を支配している場合における当該他

の会社
（注 3）　本措置の対象となる特定役員等のうち株

式会社の取締役等については、自然人であ

ることが要求されていますが（会社法331等）、

合資会社又は合同会社の業務を執行する有

限責任社員については、それと異なり、自

然人であることは要求されていないため、
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法人も対象となり得ます。

⑸　特定役員等の偽りその他不正の行為の実行
　本措置は、第二次納税義務という重い責務を
負わせることから、その範囲は謙抑的に設定さ
れ、偽りその他不正の行為（財産の移転）をし
た役員等本人のみを対象とし、無関係の役員等
は義務を負わないこととされています。
　なお、従業員等への指示による場合について
は、明示的な指示であって明らかに役員の直接
の行為と同視し得るものであれば対象となり得
ますが、役員等が主体的に関与したと認められ
ない場合については射程に含まれないものと考
えられます。

⑹　特定役員等の責任の限度
　本措置は、次に掲げる額のいずれか低い額を
限度として不正行為により免れた国税の第二次
納税義務を課すものです。
①　その偽りその他不正の行為により免れ、又
は還付を受けた国税の額
②　その偽りその他不正の行為があった時以後
に、「その特定役員等が移転を受けた財産」
及び「その特定役員等が移転をした財産（通
常の取引として移転をしたものを除きま
す。）」の価額
　なお、「その特定役員等が移転をした財産」
については、「通常の取引として移転をしたも
の（財産）」が除外されています。これは、通
常の営業活動の一環として行われる取引として
の移転等に係る財産の価額についてまで、その
移転を直接受けていない役員に追及するのは酷
であり、かつ、結果として取引の相手方との関
係で、取引の安定性を阻害することになりかね
ないことが考慮されたものです。
　また、「通常の取引」の範囲については、具
体的には、その取引の内容その他の事情を勘案
して、その取引の相手方との間で通常の取引の
条件に従って行われたと認められる一定の取引
であり、業界慣行等に照らした客観基準により

判断されるものと考えられます。
（注 1）　上記の基準に照らすと、その支払に合理

性・正当性がない取引や、過去の実績に比

べて高額な支払となっている取引等につい

ては、取引の相手方との間で通常の取引の

条件に従って行われたと認められないこと

から、その対象から除外されるものと考え

られます。また、例えば、不正行為の加担

先である取引先に対して、担当役員が支払

っている不正加担料等については、それが

そもそも違法な出捐であることから、当然、

通常の取引とは認められないものと考えら

れます。なお、この基準の適用について、

具体的には、今後、通達等において示され

る予定です。
（注 2）　上記の「通常の取引」については、その

取引の内容その他の事情を勘案して、その

取引の相手方との間で通常の取引の条件に

従って行われたと認められる取引である必

要がありますが、その取引は、次のような

事業の遂行上必要な取引であることが前提

となります（徴法40、徴令14の 2 ）。

イ�　各事業年度の収益に係る売上原価、完

成工事原価その他これらに準ずる原価の

額の基因となる取引

ロ�　各事業年度の販売費又は一般管理費の

額の基因となる取引

ハ�　上記イ及びロに掲げるもののほか、そ

の株式会社、合資会社又は合同会社の事

業の状況その他の事情を勘案して、その

事業を遂行するために通常必要と認めら

れる取引

　なお、上記イの原価の額や上記ロの販売

費又は一般管理費の額の基因となる取引に

ついては、営業活動の一環として行われる

ものであるため、その全てが事業の遂行上

必要な取引となりますが、その他の（営業

外の）費用の額の基因となる取引や、貸付、

返済等といった損益取引以外の取引につい

ては、その株式会社等の事業を遂行するた
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めに通常必要と認められる取引である場合

に限り、事業の遂行上必要な取引としてい

ます。したがって、上記ハの取引に関しては、

その取引が通常の取引の条件に従っている

ものであること（法律段階（徴法40）の制

約）に加えて、その取引の類型的な性質に

着目して、「通常性」を二重に担保している

ことになります。

⑺　無償又は著しい低額の譲受人等の第二次納税
義務との関係
　滞納者の国税につき滞納処分を執行しても徴
収不足と認められる場合において、その徴収不
足と認められることが、その国税の法定納期限
の 1年前の日以後に滞納者がその財産につき行
った無償譲渡等の処分に基因すると認められる
ときは、その無償譲渡等の処分により権利を取
得し、又は義務を免れた者（利益を受けた者）
は、その無償譲渡等の処分により受けた利益が
現に存する限度（その利益を受けた者がその無
償譲渡等の処分の時にその滞納者の親族その他
の特殊関係者であるときは、その無償譲渡等の
処分により受けた利益の限度）において、その
滞納に係る国税の第二次納税義務を負うことと
されています（無償又は著しい低額の譲受人等

の第二次納税義務：徴法39）。
　そのため、法人から役員等へ財産が移転され
た場合については、その移転が、上記無償又は
著しい低額の譲受人等の第二次納税義務の無償
譲渡等の処分で行われること等の要件に該当し、
かつ、本措置の偽りその他不正の行為をした役
員等が受けた財産の移転に該当するときがあり
得ますが、その場合には、「無償又は著しい低
額の譲受人等の第二次納税義務（徴法39）」と
本措置のそれぞれにおいて、責任の限度を計算
し、滞納国税の範囲内で第二次納税義務を課す
ことができることになります。

3 　適用関係

　上記の改正は、令和 7年 1月 1日以後に偽りそ
の他不正の行為により免れ、又は還付を受けた国
税について適用されます（改正法附則20①）。な
お、この「偽りその他不正の行為により免れ、又
は還付を受けた国税」については、具体的には、
期限内申告しているときは「法定申告期限経過の
時」を、期限後申告しているときは「期限後申告
の時」を、還付申告しているときは「還付申告の
時」を、無申告のときは「法定申告期限経過の
時」を、それぞれ基準として判断することになる
ものと考えられます。

四　保全差押え等を解除しなければならない期限の整備

1 　改正前の制度の概要

⑴　保全差押えの要件
　納税義務があると認められる者が不正に国税
を免れ、又は国税の還付を受けたことの嫌疑に
基づき、国税通則法第11章（犯則事件の調査及
び処分）の規定による差押え、記録命令付差押
え若しくは領置又は刑事訴訟法の規定による押
収、領置若しくは逮捕を受けた場合において、
その処分に係る国税の納付すべき額の確定（申
告、更正又は決定による確定をいい、源泉徴収
等による国税についての納税の告知を含みます。

以下同じです。）後においてはその国税の徴収
を確保することができないと認められるときは、
税務署長は、その国税の納付すべき額の確定前
に、その確定をすると見込まれる国税の金額の
うちその徴収を確保するためあらかじめ滞納処
分を執行することを要すると認める金額（以下
「保全差押金額」といいます。）を決定すること
ができることとされています。この場合におい
て、徴収職員は、その保全差押金額を限度とし
て、その者の財産を直ちに差し押さえることが
できることとされています（徴法159①）。
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⑵　保全差押えの手続
①　国税局長の承認
　税務署長は、保全差押金額を決定しようと
するときは、あらかじめ、その所属する国税
局長の承認を受けなければならないこととさ
れています（徴法159②）。
②　保全差押金額の通知
　税務署長は、保全差押金額を決定するとき
は、その保全差押金額を納税義務があると認
められる者に書面で通知（以下「保全差押金
額の決定通知」といいます。）をしなければ
ならないこととされています（徴法159③）。
③　担保の提供
　保全差押金額の決定通知をした場合におい
て、納税義務があると認められる者がその保
全差押金額の決定通知に係る保全差押金額に
相当する担保を提供してその差押えをしない
ことを求めたときは、徴収職員は、その差押
えをすることができないこととされています
（徴法159④）。

⑶　保全差押え又は担保の解除
　徴収職員は、次の①又は②に該当するときは
差押えを、次の③に該当するときは担保を、そ
れぞれ解除しなければならないこととされてい
ます（旧徴法159⑤）。
①　差押えを受けた者が担保を提供して、その
差押えの解除を請求したとき。
②　保全差押金額の決定通知をした日から 6月
を経過した日までに、その差押えに係る国税
につき納付すべき額の確定がないとき。
③　保全差押金額の決定通知をした日から 6月
を経過した日までに、保全差押金額について
提供されている担保に係る国税につき納付す
べき額の確定がないとき。

2 　改正の内容

　近年、経済取引の国際化等に伴い脱税の手段が
複雑化・巧妙化しているほか、証拠物等のデジタ
ル化の急速な進展により、査察調査の期間が長期

化する傾向にあります。
　このため、保全差押えを解除しなければならな
い期限までに納付すべき額の確定がなく、保全差
押えが解除され、その後、税額が確定して滞納と
なった国税の徴収が困難な事例が把握されており、
こうした事例への対応が課題とされていました。
　こうした課題等を踏まえ、財務省において有識
者をメンバーとして開催された「納税環境整備に
関する研究会」において議論が行われ、保全差押
え等を解除しなければならない期限の整備の必要
性について指摘がされています（納税環境整備に
関する研究会における主な意見等の整理（令和 5
年11月））。
　今回の改正においては、こうした納税環境整備
に関する研究会における指摘や、保全差押えを解
除しなければならない期限までに納付すべき額の
確定がないため、保全差押えを解除せざるを得な
かった事例への対応といった制度上の課題を踏ま
え、保全差押え又はその保全差押金額について提
供されている担保に係る国税について、その納付
すべき額の確定がない場合におけるその保全差押
え又は担保を解除しなければならない期限を、そ
の保全差押金額をその者に通知をした日から 1年
を経過した日までに延長する措置が講じられました。
　具体的には、徴収職員は、次の⑴又は⑵に該当
するときは差押えを、次の⑶に該当するときは担
保を、それぞれ解除しなければならないこととさ
れました（徴法159⑤）。
⑴　差押えを受けた者が担保を提供して、その差
押えの解除を請求したとき。
⑵　保全差押金額の決定通知をした日から 1 年
（改正前： 6 月）を経過した日までに、その差
押えに係る国税につき納付すべき額の確定がな
いとき。
⑶　保全差押金額の決定通知をした日から 1 年
（改正前： 6 月）を経過した日までに、保全差
押金額について提供されている担保に係る国税
につき納付すべき額の確定がないとき。
（注 1）　保全差押え等を解除しなければならない

期限については、「納税環境整備に関する研
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究会」において「 2 年に延長することが適

当」との意見もありましたが、今回の改正

においては、その期限が改正前は「 6 月」

とされており、「 2 年」は急激な延長となる

こと等を踏まえ、上記⑵及び⑶のとおり、

「 1年」とされています。
（注 2）　納税義務の成立した国税等について納付

すべき税額の確定後においてはその国税の

徴収を確保することができないと認められ

るものがある一定の場合に、税務署長が決

定する金額を限度としてされる差押え（繰

上保全差押え）等を解除しなければならな

い期限については、現行、納税義務の成立

から申告期限までの期間が10月である地価

税についての繰上保全差押えの効力をその

税額確定時まで維持する観点から「10月」

とされていますが、今回の改正後においても、

この扱いは維持されています（通法38④）。
（参考）　納税環境整備に関する研究会における主

な意見等の整理（令和 5年11月）（抄）

（前　略）

2．納税におけるコンプライアンスの確保

（中　略）

⑵　徴収手続関係

（中　略）

　また、税額の確定後では徴収を確保する

ことができないと認められる場合等におい

て、それよりも前に財産の差押えを行うこ

となどを可能とし、租税の徴収の確保を図

る保全措置が整備されている。他方、保全

差押えの解除期間の経過までに税額の確定

がないため、保全差押えが解除され、滞納

となった国税の徴収が困難な事例が把握さ

れている〔図 5〕。

　近年、経済取引の国際化等に伴い脱税の

手段が複雑化・巧妙化しているほか、証拠

物等のデジタル化の急速な進展により、査

察調査の期間が長期化する傾向にある。こ

うした中、査察調査が 2 年以内に終了した

事案は90％程度である一方、 6 か月以内に

終了した事案は30％程度となっている〔図

6〕。

〔図 5 〕　保全差押えの解除期間経過により滞納国税を徴収できなかった事例

査察事件終了後
には滞納処分できる

財産がない

【概要】
●　脱税の嫌疑により査察調査を受けた法人（滞納法人）が、査察調査開始から約 1 か月後に、その滞納法

人の事業について事業譲渡を行ったことが判明したため、保全差押金額の通知及び事業譲渡代金につい
て保全差押えを行った。

●　保全差押金額の通知から 6 か月を経過した時点でも、なお査察調査が継続していたため、上記の保全差
押えを解除した。

●　上記保全差押えの解除から約１年後、査察調査が終了し、税額が確定したことから、早期に滞納処分に
移行するも、既に滞納法人は廃業しており、差押え等を行える財産は存在しなかった。 

　（注）現行、保全差押金額の通知をした日から 6 か月を経過した日までに、その差押え等に係る国税につき納付すべき額の確定
がないときは上記の保全差押えを解除しなければならないこととされている。

譲渡先

③保全差押え

②事業譲渡

②事業譲渡代金発生

6 か月経過 ④税額未確定
→保全差押え解除 1 年経過

廃業

滞納法人 国税局①査察調査
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〔図 6〕　査察調査の実態（査察調査の期間毎の構成比）（※）

　本研究会では、対応の方向性や留意すべ

き点について、主に以下のような意見があ

った。

・�　保全差押えは、昭和34（1959）年の国

税徴収法改正により創設されているが、

立法当時の議論では 1・ 2 か月といった

短期間では査察調査が終了しない場合が

ある旨の説明がなされている。保全差押

えの解除は、徴収確保のための制度であ

ることに由来するとされており、むやみ

に引き延ばすことは適当ではない。他方、

立法事実がある以上、査察調査が 2 年以

内に終了した事案は90％程度であること

を踏まえ、保全差押えの解除期間を 2 年

に延長することが適当である。なお、現

行の解除期間である 6 か月から一挙に 2

年に延長することは、昭和34（1959）年

の国税徴収法改正以降、保全差押えの解

除期間を初めて見直すことに鑑みれば、

やむを得ないものと考えられる。

・�　査察調査の期間の長期化に対応して制

度の見直しを行う方向性については理解

する。保全差押えの解除期間を延長する

のであれば、保全差押え以外の保全措置

についても平仄をとる必要があるのでは

ないか。

・�　繰上保全差押えの解除期間についても、

保全差押えの解除期間と同様に査察調査

が行われうる場合に限っては、 2 年に延

長することが適当である。現行制度は、

解除期間の経過までに税額が確定すれば

通常の滞納処分に移行し、税額が確定し

（※）　査察事案の調査日数（査察調査着手から終了までの期間）。各年度は 4月～翌年 3月までの期間。
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なければ解除するものであり、あまり複

雑にならないようにしていただきたい。

3 　適用関係

　上記 2の改正は、令和 7年 1月 1日以後にされ

る保全差押金額の決定について適用し、同日前に
された保全差押金額の決定については従前どおり
とされています（改正法附則20②）。

五　その他納税環境整備関係の改正

1 　税務代理権限証書等の様式の整備

⑴　改正前の制度の概要
①　税務代理権限証書の提出
　税理士又は税理士法人は、税務代理をする
場合においては、その権限を有することを証
する書面（以下「税務代理権限証書」といい
ます。）を税務官公署に提出しなければなら
ないこととされています（税理士法30、48の
16、税理士規則15、旧税理士規則第 8号様式）。
②　計算事項等記載書面の添付
　税理士又は税理士法人は、申告納税方式又
は申告納付若しくは申告納入の方法による租
税の課税標準等を記載した申告書を作成した
ときは、その申告書の作成に関する計算事項
等を記載した書面（以下「計算事項等記載書
面」といいます。）をその申告書に添付する
ことができることとされています（税理士法
33の 2 ①、税理士規則17、旧税理士規則第 9
号様式）。
③　審査事項等記載書面の添付
　税理士又は税理士法人は、上記②の申告書
で他人の作成したものにつき相談を受けてこ
れを審査した場合において、その申告書が租
税に関する法令の規定に従って作成されてい
ると認めたときは、その審査した事項等を記
載した書面（以下「審査事項等記載書面」と
いいます。）をその申告書に添付することが
できることとされています（税理士法33の 2
②、税理士規則17、旧税理士規則第10号様式）。

⑵　改正の内容
　国税庁においては、令和 8年度に新たな基幹
システム（次世代システム）の導入を予定して
おり、その導入後は、納税者から書面等で収受
した申告書、申請書、届出書等について、原則
として、スキャナによりイメージ化をするとと
もに、AI-OCR によりデータ化をすることと
されており、これに対応するため、これらの様
式に読取項目を識別するための識別数字・記号
の追加等をする必要があります。
（注）　AI-OCRは、OCRにAI技術を融合させたも

ので、フリーピッチ枠の文字列を単語や文脈

としてまとめて認識することが可能となるた

め、従来よりも文字認識精度やレイアウト解

析精度などが向上し、データ化の範囲の拡大

及び作業の効率化に大きく寄与することが期

待されています。

　書面等で収受した税務代理権限証書、計算事
項等記載書面及び審査事項等記載書面について
も、次世代システムにおけるAI-OCR による
データ化等に対応する必要があることから、今
回の改正において、国税庁長官は、税務代理権
限証書、計算事項等記載書面及び審査事項等記
載書面の様式について必要があるときは、所要
の事項を付記すること又は一部の事項を削るこ
とができることとされました（税理士規則28）。
この改正により、将来のシステム変更等があっ
た場合でも、柔軟に対応することが可能となり
ます。
　また、税務代理権限証書、計算事項等記載書
面及び審査事項等記載書面の各様式について、
「登録番号等（税理士登録番号・税理士法人番

─�847�─

――国税通則法等の改正――



号）」の記載があれば、税務当局において、「所
属税理士会・支部」を把握することが可能であ
ることを踏まえ、AI-OCR の導入に伴う記載
事項の簡素化の観点から、これらの様式の記載
事項から、「所属税理士会・支部」が除外され
ました（税理士規則第 8号様式～第10号様式）。

⑶　適用関係
　上記⑵の改正は、令和 8年 9月 1日から施行
されます（改正税理士規則附則 1 ただし書）。
なお、その施行の際、現に存する改正前の税務
代理権限証書、計算事項等記載書面及び審査事
項等記載書面の各様式による用紙は、当分の間、
これを使用することができることとされていま
す（改正税理士規則附則 2⑤）。

2 　個人番号を利用した税理士の登録事務
等の利便性の向上

⑴　改正前の制度の概要
①　税理士の登録申請手続
イ　税理士の登録事項
　税理士となる資格を有する者が、税理士
となるには、税理士名簿に次に掲げる事項
の登録を受けなければならないこととされ
ていました（税理士法18、旧税理士規則 8）。
イ　氏名、生年月日、本籍及び住所並びに
税理士となる資格及びその資格の取得年
月日
ロ　次に掲げる場合の区分に応じそれぞれ
次に定める事項
a　税理士法人の社員となる場合��そ
の所属する税理士法人又は設立しよう
とする税理士法人の名称及び執務する
事務所等の所在地
b　所属税理士となる場合��その勤務
する税理士事務所の名称及び所在地又
はその所属する税理士法人の名称及び
勤務する事務所等の所在地
c　a 及びｂに掲げる場合以外の場合
��設けようとする税理士事務所の名

称及び所在地
ハ　国税又は地方税に関する行政事務に従
事していた者については、国税又は地方
税に関する行政事務に従事しなくなった
日前 5年間に従事した職名及びその期間

ロ　税理士の登録申請書の提出
　この税理士登録を受けようとする者は、
上記イの登録事項に加え、学歴、職歴並び
に税理士の欠格条項及び登録拒否事由に該
当しない旨等を記載した登録申請書をその
者がその登録を受けようとする税理士事務
所又は税理士法人の事務所の所在地を含む
区域に設立されている税理士会を経由して
日本税理士会連合会に提出しなければなら
ないこととされています（税理士法21①、
税理士規則11①④）。
　また、この登録申請書には、次に掲げる
もの（税理士試験受験願書又は税理士試験
免除申請書若しくは研究認定書兼税理士試
験免除申請書の提出の時から氏名又は本籍
に変更があった者以外の者にあっては、下
記ハの戸籍抄本を除きます。）を添付しな
ければならないこととされていました（旧
税理士規則11②）。
イ　申請者の写真
ロ　履歴書
ハ　戸籍抄本
ニ　住民票の写し
ホ　申請者が破産手続開始の決定を受けて
復権を得ない者及び準禁治産者でない旨
の官公署の証明書等
ヘ　申請者が欠格条項及び登録拒否事由の
いずれにも該当しないことを誓約する書
面
ト　上記イからヘまでに掲げるもののほか、
日本税理士会連合会が必要であると認め
たもの

ハ　電子情報処理組織による申請等
　上記ロの税理士の登録申請書の提出など
の日本税理士会連合会又は税理士会に対し

─�848�─

――国税通則法等の改正――



て行うこととされている申請等については、
電子情報処理組織を使用する方法により行
うことができることとされています（税理
士規則27①）。
　この電子情報処理組織を使用する方法に
より申請等を行う者は、申請等をする者の
使用に係る電子計算機（以下「特定電子計
算機」といいます。）から、その申請等に
関する規定において書面等に記載すべきこ
ととされている事項を入力して送信するこ
とにより、その申請等を行わなければなら
ないこととされています（税理士規則27④）。
　また、その申請等に関する規定に基づき
添付すべきこととされている書面等に記載
されている事項又は記載すべき事項を併せ
て入力して送信することをもって、その書
面等の提出に代えることができることとさ
れています（旧税理士規則27⑤）。
（注）　上記の「電子情報処理組織」とは、日

本税理士会連合会又は税理士会の使用に

係る電子計算機と特定電子計算機とを電

気通信回線で接続した電子情報処理組織

をいいます（税理士規則27③）。

②　税理士試験の受験手続等
イ　税理士試験受験願書等の提出
　税理士試験を受けようとする者は、税理
士試験受験願書に税理士試験受験申込書、
受験票等の一定の書類を添付し、税理士試
験受験願書の受付期間内に、その税理士試
験を受けようとする場所を管轄する国税局
長を経由して、国税審議会会長に提出しな
ければならないこととされています（税理
士規則 2の 4①）。
　この税理士試験の受験の前提となる受験
資格について国税審議会の認定を受けよう
とする者は、税理士試験受験資格認定申請
書に、学歴等を証する書面等の一定の書類
を添付して、国税審議会会長に提出しなけ
ればならないこととされています（税理士
規則 2の 3①）。

　他方、税理士試験においては、一部の科
目を合格した場合のほか、一定の資格・経
験に基づき税理士となるために必要な学識
及び応用能力を有していると認められる場
合には、申請によりそれぞれの専門分野に
関係する科目の試験を免除することとされ
ています（税理士法 7、 8）。
　この免除の申請について、具体的には、
試験科目のうちの一部の科目につき試験の
免除を申請しようとする者は、税理士試験
受験願書に試験免除を受ける資格を有する
ことを証する書面を添付するとともに、税
理士試験受験願書に添付すべき税理士試験
受験申込書に免除を受ける科目を記載しな
ければならないこととされていますが（税
理士規則 2 の 4 ②④）、その者のうち、あ
わせて試験科目の免除に係る国税審議会の
認定を受けようとする者は、修士の学位等
を授与されたことを証する書面等の一定の
書類を添付した研究認定申請書を税理士試
験受験願書に添付しなければならないこと
とされています（税理士規則 2の 4③）。
　また、試験科目の全部につき試験の免除
を受けようとする者は、その資格を有する
ことを証する書面等の一定の書類を添付し
た税理士試験免除申請書又は研究認定申請
書兼税理士試験免除申請書を国税審議会会
長に提出しなければならないこととされて
います（税理士規則 3①②）。
　なお、上記の税理士試験受験願書の提出
等の国税審議会会長に対して行う申請等に
ついては、電子情報処理組織を使用する方
法により行うことができることとされてい
ます（国税オンライン化省令 3②）。
（注）　上記の「電子情報処理組織」とは、国

税庁の使用に係る電子計算機と特定電子

計算機とを電気通信回線で接続した電子

情報処理組織をいいます（国税オンライ

ン化省令 3①）。

ロ　税理士試験の受験手数料等の納付

─�849�─

――国税通則法等の改正――



　税理士試験を受けようとする者は、受験
手数料を納付しなければならないこととさ
れています（税理士法 9①）。
　また、国税審議会の認定を受けようとす
る者は、認定手数料を納付しなければなら
ないこととされています（税理士法 9②）。
　なお、この受験手数料又は認定手数料は、
それぞれ税理士試験受験願書又は研究認定
申請書若しくは研究認定申請書兼税理士試
験免除申請書に収入印紙を貼って納付しな
ければならないこととされています（税理
士規則 4）。
（注）　上記の受験手数料の額は、受験科目が

1 科目の場合は4,000円とされ、受験科目

が 2 科目以上の場合は 1 科目追加ごとに

1,500円が加算されます（税理士令 6の 2①）。

また、上記の認定手数料の額は、8,800円

とされています（税理士令 6の 2②）。

⑵　改正の内容
　税理士を含む社会保障等に係る国家資格等に
ついては、マイナンバー（個人番号）を利用し
た手続のデジタル化を進め、住民基本台帳ネッ
トワークシステム等との連携等により資格取
得・更新等の手続時の添付書類の省略等を目指
すこととされていました（デジタル社会の実現
に向けた重点計画（令和 5 年 6 月 9 日閣議決
定））。
　なお、この取組みの前提となる令和 3年 5月
に成立した「デジタル社会の形成を図るための
関係法律の整備に関する法律（令和 3年法律第
37号。以下「デジタル社会形成整備法」といい
ます。）」による行政手続における特定の個人を
識別するための番号の利用等に関する法律（以
下「番号法」といいます。）の改正により、個
人番号を活用した情報連携の拡大等による行政
手続の効率化の観点から、税理士登録事務及び
税理士試験事務等における個人番号の利用等が
可能とされました。
　また、これにあわせて、資格管理者等が共同

利用できる国家資格等情報連携・活用システム
の開発・構築が進められ、税理士登録事務及び
税理士試験事務等においても、個人番号を利用
した資格管理が実施されることとなります。
　今回の改正では、こういった税理士登録事務
及び税理士試験事務等における国家資格等情報
連携・活用システムを通した個人番号の利用及
び情報連携等を具体化するため、次の措置が講
じられました。
（注 1）　上記の「税理士登録事務」とは、日本税

理士会連合会が処理する税理士の登録に関

する事務であって以下のものをいいます（番

号法 9、別表三十、行政手続における特定

の個人を識別するための番号の利用等に関

する法律別表の主務省令で定める事務を定

める命令18の 4 ）。

①�　税理士の登録の申請の受理、その申請

に係る事実についての審査又はその申請

に対する応答に関する事務

②�　税理士の登録事項の変更の申請の受理、

その申請に係る事実についての審査又は

その申請に対する応答に関する事務

③　税理士証票に関する事務

④　税理士の登録の取消しに関する事務

⑤　税理士の登録の抹消に関する事務

⑥�　税理士の登録事項に関し必要な指導又

は助言に関する事務
（注 2）　上記の「税理士試験事務」とは、国税審

議会が処理する税理士試験の執行に関する

事務であって以下のものをいいます（番号

法 9、別表二十九、行政手続における特定

の個人を識別するための番号の利用等に関

する法律別表の主務省令で定める事務を定

める命令18の 3 ）。

①�　税理士資格の認定の申請の受理、その

申請に係る事実についての審査又はその

申請に対する応答に関する事務

②�　税理士試験受験願書の受理、その受験

願書に係る事実についての審査又はその

受験願書に対する応答に関する事務
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③�　税理士試験の試験科目の免除の申請の

受理、その申請に係る事実についての審

査又はその申請に対する応答に関する事務

④�　税理士試験の受験手数料又は認定手数

料の納付に関する事務

⑤�　税理士試験の停止若しくは合格の決定

の取消し又は国税審議会の認定若しくは

免除の取消しに関する事務

⑥�　税理士試験の合格証書の授与又は税理

士試験の試験科目のうち一部の科目につ

いて基準以上の成績を得た科目の通知に

関する事務
（注 3）　デジタル社会形成整備法による住民基本

台帳法の改正により、地方公共団体情報シ

ステム機構は、上記の税理士登録事務及び

税理士試験事務等と同様の事務の処理に関

し求めがあったときは、日本税理士会連合

会又は国税審議会等に対して、氏名及び住

所等の一定の本人確認情報を提供するもの

とされ（住民基本台帳法30の 9 、別表第一

の四十四の四～四十四の六等）、住民基本台

帳ネットワークシステムとの連携が可能と

されています。
（注 4）　デジタル社会形成整備法による番号法の

改正により、税理士の登録に関する事務で

あって次に掲げるものを処理する日本税理

士会連合会は、次に定める戸籍関係情報に

ついて、法務大臣から提供を受けることが

可能とされ（番号法19八、行政手続におけ

る特定の個人を識別するための番号の利用

等に関する法律第十九条第八号に基づく利

用特定個人情報の提供に関する命令 2、57）、

情報提供ネットワークシステムとの連携が

可能とされています。

①�　税理士の登録の申請に係る事実につい

ての審査に関する事務　当該申請を行う

者に係る戸籍関係情報

②�　税理士の登録事項の変更の申請に係る

事実についての審査に関する事務　当該

申請を行う者に係る戸籍関係情報

③�　税理士の登録の取消しに関する一定の

事務　当該取消しに係る者に係る戸籍関

係情報

④�　税理士の登録の抹消に関する一定の事

務　当該抹消に係る者に係る戸籍関係情報

⑤�　税理士の登録事項に関し必要な指導又

は助言に関する事務　当該指導又は助言

に係る者に係る戸籍関係情報
（参考）　「デジタル社会の実現に向けた重点計画」

（令和 5年 6月 9日閣議決定）（抄）

第 3 - 2 各分野における基本的な施策

1．国民に対する行政サービスのデジタル化

⑶�　マイナンバーカードの普及及び利用の

促進

③　「オンライン市役所サービス」の推進

（前略）

　医師、歯科医師、看護師等の約30の

社会保障等に係る国家資格等について

は、デジタル社会形成整備法を踏まえ

た優先的な取組として、マイナンバー

を利用した手続のデジタル化を進める。

具体的には、住民基本台帳ネットワー

クシステム及び情報提供ネットワーク

システムとの連携等により資格取得・

更新等の手続時の添付書類の省略を目

指す。

　また、資格管理者等が共同利用でき

る国家資格等情報連携・活用システム

の開発・構築を進め、2024年度（令和

6 年度）には、資格所持者が当該資格

を所持していることを、マイナンバー

カードの電子証明書等を活用して証明、

提示できるように、デジタル化を開始

する。

（後略）

①　税理士の登録申請手続の見直し
イ　税理士の登録事項の整備
　税理士登録事務における個人番号を利用
した資格管理の実施を可能とするため、上
記⑴①イの税理士の登録事項について、
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「個人番号」が追加されました（税理士規
則 8）。
　これにより、税理士登録を受けようとす
る者は、個人番号等を記載した登録申請書
をその者がその登録を受けようとする税理
士事務所又は税理士法人の事務所の所在地
を含む区域に設立されている税理士会を経
由して日本税理士会連合会に提出しなけれ
ばならないこととなります（税理士法21①、
税理士規則11①④）。
　また、上記の改正とあわせて、上記⑴①
イイの税理士の登録事項のうち「本籍」が
「本籍地都道府県」とされました（税理士
規則 8）。
　これは、今回の改正を契機として、税理
士の登録手続の簡素化の観点から、他士業
の取扱いも踏まえ、本籍の都道府県名以外
の記載が不要とされたものです。
ロ　税理士の登録申請における戸籍抄本等の
添付省略
　上記のとおり、デジタル社会形成整備法
による住民基本台帳法及び番号法の改正に
よる住民基本台帳ネットワークシステム等
との連携等により、住所や戸籍関係情報の
入手が担保されることを踏まえ、税理士登
録申請者の負担軽減を図る観点から、税理
士の登録申請時に提出しなければならない
こととされている上記⑴①ロの登録申請書
について、戸籍抄本及び住民票の写しの添
付を要しないこととされました（税理士規
則11②）。
ハ　電子情報処理組織を使用する方法により
行う添付書面等の提出方法の拡充
　上記⑴①ハの電子情報処理組織を使用す
る方法により申請等を行う者は、その申請
等に関する規定に基づき添付すべきことと
されている書面等でその書面等に記載され
ている事項又は記載すべき事項を入力して
送信することができないものについて、そ
の書面等の記載事項を次に掲げる要件を満

たすようにスキャナにより読み取る方法そ
の他の方法により作成した電磁的記録をそ
の申請等と併せて送信することをもって、
その書面等の提出に代えることができるこ
ととされました（税理士規則27⑤）。
イ　解像度が一般文書のスキャニング時の
解像度である25.4㎜当たり200ドット以
上であること。
ロ　赤色、緑色及び青色の階調がそれぞれ
256階調以上であること。
　上記⑴①ハのとおり、これまで、その書
面等に記載されている事項又は記載すべき
事項を併せて入力して送信する方法以外に
その書面等の提出に代えることができる方
法は認められていませんでしたが、登録申
請書に添付する申請者の写真など入力して
送信することが困難な書面等もあることか
ら、今回の改正においては、こういった書
面等に対応し、日本税理士会連合会又は税
理士会に対して電子情報処理組織による申
請等を行う環境が整備されたものです。

②　税理士試験の受験手続等の見直し
イ　税理士試験受験願書等の様式の整備
　税理士試験事務における個人番号を利用
した資格管理の実施を可能とするため、次
に掲げる申請等の様式について、個人番号
を記載することができるよう、所要の整備
が行われました（税理士規則第 1号様式～
第 3 号様式、第 5 号様式、第 6 号様式）。
具体的には、これらの様式に個人番号記載
欄が設けられることとなります。
イ　税理士試験受験資格認定申請書
ロ　税理士試験受験願書
ハ　研究認定申請書
ニ　税理士試験免除申請書
ホ　研究認定申請書兼税理士試験免除申請書
（注）�　上記の個人番号を利用した資格管理の

実施により、過去の税理士試験の科目合

格（免除）の証明について、運用上、随

時照会することが可能となります。
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ロ　税理士試験の受験手数料等の電子納付手
続の整備
　上記⑴②ロのとおり、税理士試験の受験
手数料又は認定手数料の納付方法は、収入
印紙による方法のみとされていたため、税
理士試験受験願書の提出等をオンラインで
行ったとしても、出願手続等をオンライン
で完結できないことが課題とされていました。
　今回の改正においては、こういった課題
を踏まえ、税理士試験の受験手数料又は認
定手数料について、電子情報処理組織を使
用する方法による申請等により国税審議会
会長から得た納付情報により納付すること
ができることとされました（国税オンライ
ン化省令 7③）。
　この改正により、税理士試験を受けよう
とする者又は国税審議会の認定を受けよう
とする者は、マイナポータルを利用して国
家資格等情報連携・活用システムから送信
される決済用URL を通じて取得した納付
番号及び確認番号等の納付情報を入力して
送信することで、電子納付（Pay-easy に
よる納付）をすることが可能となります。
（注）�　情報通信技術を活用した行政の推進等

に関する法律（以下「デジタル行政推進

法」といいます。）において、申請等をオ

ンラインで行う場合の手数料の納付につ

いて、オンラインで行うことができる枠

組みは従前より整備されていましたが

（デジタル行政推進法 6 ⑤）、今回の改正

においては、このデジタル行政推進法の

枠組みに基づき、電子情報処理組織を使

用する方法により税理士試験の受験手数

料又は認定手数料を納付する方法が定め

られたものです（国税オンライン化省令

7③）。

⑶　適用関係
①　上記⑵の改正は、デジタル社会形成整備法
の公布の日（令和 3年 5月19日）から起算し

て 4年を超えない範囲内において政令で定め
る日（令和 6年 5月27日）から施行されます
（改正税理士規則附則 1 、改正国税オンライ
ン化省令附則ただし書）。
②　上記⑵①ロの改正は、令和 6年 5月27日以
後に提出する登録申請書について適用し、同
日前に提出した登録申請書については従前ど
おりとされています（改正税理士規則附則2①）。
　また、上記⑵①ロの改正後においても、令
和 6年 5月27日から令和 7年 3月31日までの
間に提出される税理士の登録申請書について、
日本税理士会連合会が税理士登録のため必要
があると認める場合には、従前どおり戸籍抄
本及び住民票の写しを添付しなければならな
いこととする経過措置が講じられています
（改正税理士規則附則 2②）。これは、国家資
格等情報連携・活用システムの稼働状況を踏
まえ、住民基本台帳ネットワークシステム等
との連携等を行うことができずに住所等の一
定の本人確認情報や戸籍関係情報を入手する
ことができない場合への対応として、登録申
請書の提出先である日本税理士会連合会の判
断により従前どおり戸籍抄本及び住民票の写
しの添付を求めることができることとされた
ものです。
③　上記⑵②イイ、ニ及びホの改正は、令和 6
年 5月27日以後に提出する税理士試験受験資
格認定申請書、税理士試験免除申請書又は研
究認定申請書兼税理士試験免除申請書につい
て適用し、同日前に提出した税理士試験受験
資格認定申請書、税理士試験免除申請書又は
研究認定申請書兼税理士試験免除申請書につ
いては従前どおりとされています（改正税理
士規則附則 2③）。
④　上記⑵②イロ及びハの改正は、令和 6年 5
月27日以後に行う試験実施の日時等の公告に
係る税理士試験について適用し、同日前に行
ったその公告に係る税理士試験については従
前どおりとされ（改正税理士規則附則 2 ④）、
具体的には、令和 7 年度（第75回（予定））
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の税理士試験から適用されます。
（注）　上記⑵②ロの改正について、実際に、税理士

試験の受験手数料等の電子納付が可能となるの

は、令和 7 年度（第75回（予定））の税理士試験

からとなります。

3 　長期間にわたり供託された換価代金等
の配当がされない事態へ対応するための
措置の整備

⑴　改正前の制度の概要
　税務署長は、換価代金等の交付期日に配当計
算書に従って換価代金等を交付するものとされ
ていますが、次の①から③までに掲げる場合に
おいて、換価代金等を交付することができない
ときは、換価代金等は、供託しなければならな
いこととされています（旧徴法133、旧徴令50
①④）。また、次の①に掲げる場合において換
価代金等を交付することができないときは、そ
の供託した税務署長は、その旨を異議に関係を
有する者に通知しなければならないこととされ
ています（旧徴令50①後段）。
①　換価代金等の交付期日までに配当計算書に
関する異議の申出があった場合において、そ
の換価代金等を交付することができないとき。
②　換価代金等を配当すべき債権が停止条件付
である場合。
③　換価代金等を配当すべき債権が仮登記がさ
れた質権、抵当権又は先取特権により担保さ
れる債権である場合。
　上記の場合において、確定判決、異議に関係
を有する者の全員の同意その他の理由により換
価代金等の交付を受けるべき者及び金額が明ら
かになったときは、これに従って配当しなけれ
ばならないこととされています（旧徴令50②前
段、④）。また、税務署長は、その配当を受け
るべき者に配当額支払証を交付するとともに、
供託した供託所に支払委託書を送付しなければ
ならないこととされています（旧徴令50②後段、
④）。
　なお、この配当を受けるべき者に対する供託

所の支払は、支払委託書に基づき行うものとさ
れています（旧徴令50③④）。
（注 1）　上記の「換価代金等」とは、差押財産等

の売却代金又は有価証券、債権若しくは無

体財産権等の差押えにより第三債務者等か

ら給付を受けた金銭をいいます（徴法129①）。
（注 2）　上記の「換価代金等の交付期日」は、配

当計算書の謄本を交付のため発送した日か

ら起算して 7 日を経過した日としなければ

ならないこととされています（徴法132②）。

⑵　改正の内容
　民事執行法においては、配当等を受けるべき
債権者の債権について、直ちに配当等を実施す
ることができない事由がある場合等には、その
配当等の額に相当する金銭を供託しなければな
らず（民事執行法91①）、事後的に供託の事由
が消滅したときには、執行裁判所は、供託金に
ついて追加配当等を実施しなければならないと
されていますが（民事執行法92①）、従前、換
価代金等の供託がされた場合に、その供託に係
る債権者が、その供託の事由が消滅したにもか
かわらず必要な手続を行わないために、長期間
にわたり供託された換価代金等の配当が実施さ
れず、他の債権者が配当を受けることができな
いケースが生じていました。
　このような事態を解消するため、「民事関係
手続等における情報通信技術の活用等の推進を
図るための関係法律の整備に関する法律（令和
5 年法律第53号）」による民事執行法の改正に
より、「長期間にわたり債権者への配当がされ
ない事態へ対応する仕組み（民事執行法92③～
⑦）」が創設され、必要な手続を行わない供託
に係る債権者を除外して配当を実施することが
可能とされました。
　こうした民事における対応を踏まえ、国税徴
収法においても、上記の民事執行法の見直しと
同様に、次の措置が講じられました。
①　供託の事由が消滅した旨の届出
　換価代金等の供託がされた場合における当
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該供託に係る債権者は、その供託の事由が消
滅したときは、直ちに、その旨を税務署長に
届け出なければならないこととされました
（徴法133⑥）。
②　届出の催告
　税務署長は、換価代金等の供託がされた場
合において、その供託がされた日（催告によ
りその供託に係る供託の事由が消滅していな
い旨の届出をした場合にあっては、最後にそ
の届出をした日。以下同じです。）から上記
①の届出がされることなく 2年を経過したと
きは、当該供託に係る債権者に対し、その供
託に係る供託の事由が消滅しているときは上
記①の届出をし、又はその供託に係る供託の
事由が消滅していないときはその旨の届出を
すべき旨を催告しなければならないこととさ
れました（徴法133⑦）。
（注）　供託がされた日から 2 年を経過する前に

催告によらずに税務署長にその供託に係る

供託の事由が消滅していない旨の届出をし

たときも、税務署長による催告は、その届

出をした日から 2 年を経過したときに行う

こととされています（徴法133⑩）。

③　供託に係る債権者を除外して供託金につい
て換価代金等の配当を実施する旨の決定
　上記②の催告を受けた当該供託に係る債権
者が、催告を受けた日から14日以内に上記①
の届出又は上記②の供託の事由が消滅してい
ない旨の届出をしないときは、税務署長は、
当該供託に係る債権者を除外して供託金につ
いて換価代金等の配当を実施する旨の決定を
することができることとされました（徴法
133⑧）。
　この決定に基づき配当が実施されることに
なりますが、具体的には、その供託に係る債
権者を除外して換価代金等の配当を実施する
ことを前提とした配当額支払証をその配当を
受けるべき者に交付するとともに、同様の内
容の支払委託書を供託した供託所に送付し、
供託所の支払は、この支払委託書に基づき行

われることとなります（徴法133④⑤）。
　また、この決定は、供託に係る債権者が当
該決定の告知を受けた日から 7日を経過した
日にその効力を生ずることとされました（徴
法133⑨）。ただし、当該供託に係る債権者が
当該 7日の期間が経過するまでに上記①の届
出又は上記②の供託の事由が消滅していない
旨の届出をしたときは、この限りではないこ
ととされ、供託に係る債権者に対して一定の
猶予期間が設けられています（徴法133⑨た
だし書）。
（注）　上記の民事執行法の改正における同様の

措置でも、その供託に係る債権者を除外し

て配当をするための決定の告知を受けた日

から 1 週間の不変期間が経過した日にその

効力を生ずるとされています（民事執行法

92⑥）。なお、民事裁判の手続法の定める期

間には通常期間（不変期間ではない期間）

と不変期間の 2 種類があり、両者は、一般

に、伸縮の可否と追完の可否の点で差異が

あるため（民事訴訟法96①）、効力発生まで

の期間について「不変期間」とされています。

　なお、従前、国税徴収法においては、供託の
手続から供託事由が消滅した場合の配当までの
一連の手続は「政令事項」として規定されてい
ましたが、上記の措置を講ずるに当たり、民事
執行法と同様に法律事項として改めて規定する
こととされ（徴法133③～⑤）、政令のこれに相
当する規定は削除されています（旧徴令50）。
（注 1）　民事の強制執行がされている財産に対し

て滞納処分が行われた場合において、強制

執行が中止又は停止されたときは、徴収職

員等は、執行裁判所に滞納処分続行承認の

決定を請求することができることとされて

いますが（滞調法25）、裁判所において、こ

の滞納処分の続行を承認する旨の決定がさ

れた場合には、「滞納処分と強制執行等との

手続の調整に関する法律」の規定により、

強制執行による差押えは、滞納処分による

差押え後にされたものとみなされ、実質的
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に税務当局（徴収職員）により、換価・配

当手続が可能となります（滞調法26、27等）。

この滞納処分の続行を承認する旨の決定が

された一定の場合等については、民事執行

法の同様の措置に関する規定が準用（民事

執行法92③～⑦）されており（滞調法33②、

34②）、実質的に、上記の措置と同様の対応

がされることになります。
（注 2）　上記①の届出又は上記②の供託の事由が

消滅していない旨の届出に係る書面につい

ては、その提出者の個人番号の記載を要し

ないこととされています（通法124、通規15

①、令和 6年国税庁告示第 9号）。
（参考）　民事執行法（昭和54年法律第 4号）

（権利確定等に伴う配当等の実施）

第92条　省　略

2　省　略

3 　前条第 1 項の規定による供託がされた場

合における当該供託に係る債権者（同項第

6 号に掲げる事由による供託がされた場合

にあつては、当該供託に係る仮差押債権者

又は執行を停止された差押債権者。以下こ

の条において同じ。）は、その供託の事由が

消滅したときは、直ちに、その旨を執行裁

判所に届け出なければならない。

4 　執行裁判所は、前条第 1 項の規定による

供託がされた場合において、その供託がさ

れた日（この項の規定によりその供託に係

る供託の事由が消滅していない旨の届出を

した場合にあつては、最後に当該届出をし

た日）から前項の規定による届出がされる

ことなく 2 年を経過したときは、当該供託

に係る債権者に対し、その供託に係る供託

の事由が消滅しているときは同項の規定に

よる届出をし、又はその供託に係る供託の

事由が消滅していないときはその旨の届出

をすべき旨を催告しなければならない。

5 　前項の規定による催告を受けた当該供託

に係る債権者が、催告を受けた日から 2 週

間以内に第 3 項の規定による届出又は前項

の規定による供託の事由が消滅していない

旨の届出をしないときは、執行裁判所は、

当該供託に係る債権者を除外して第 1 項及

び第 2 項の規定により供託金について配当

等を実施する旨の決定をすることができる。

6 　前項の決定は、当該供託に係る債権者が

当該決定の告知を受けた日から 1 週間の不

変期間が経過した日にその効力を生ずる。

ただし、当該供託に係る債権者が当該不変

期間が経過するまでに第 3 項の規定による

届出又は第 4 項の規定による供託の事由が

消滅していない旨の届出をしたときは、こ

の限りでない。

7 　当該供託に係る債権者が第 4 項に規定す

る期間を経過する前に執行裁判所にその供

託に係る供託の事由が消滅していない旨の

届出をしたときは、同項の規定の適用につ

いては、同項の規定による供託の事由が消

滅していない旨の届出があつたものとみなす。

⑶　適用関係
　上記⑵の改正は、民事関係手続等における情
報通信技術の活用等の推進を図るための関係法
律の整備に関する法律（令和 5年法律第53号）
附則第 3号に掲げる規定の施行の日から施行す
ることとされています（改正法附則 1 十一）。
これは、民事の強制執行等と滞納処分の手続間
の整合性を確保する観点から、同法による民事
執行法の改正により創設された「長期間にわた
り債権者への配当がされない事態へ対応する仕
組み」と同様の施行日とされたものです。
（注）　民事関係手続等における情報通信技術の活

用等の推進を図るための関係法律の整備に関

する法律（令和 5 年法律第53号）附則第 3 号

に掲げる規定の施行の日は、民事訴訟法等の

一部を改正する法律（令和 4 年法律第48号）

の施行の日とされており、同法の施行の日は、

公布の日（令和 4 年 5 月25日）から起算して

4 年を超えない範囲内において政令で定める

日とされています。
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